
 

□ 会場参加 181901-0303（※） 

 

WEB セミナー配信期間  ▶ ２０１８年１１月２６日（月）より 
※WEB セミナーにお申込いただいた方には、後日、視聴用の ID・PASS を発行いたします。ID・PASS の有効期限は 3 週間です。 

WEB セミナーとは 
WEBセミナーは、企業研究会で開催するセミナーを収録し、「WEB セミナー配信期間」中にパソコンやスマートフォン等で視聴できるサービス

です。セミナーに参加したいが開催日に予定がある、開催会場が遠方で参加が難しい、など、様々な制約がある方にお勧めいたします。（※

WEB セミナーは、セミナー当日の模様を簡易編集して提供するものです。）講義資料は PDF 資料での提供となりますが、都合により、セミナ

ー当日の映写使用/配布資料と異なる場合がございます。また、講師への質問は、一部のセミナーを除きお受けすることができません。予

めご承知置き下さい。 

 

 

□ WEB  181908-0303（※） 
※利用規約・試聴動画を確認の上、申込ます。 

 

会場参加 or WEB セミナー 
ご希望にチェックして下さい 
 

会場参加 

WEB セミナー 

【WEb ｾﾐﾅｰ視聴に関しての注意事項】①ご使用のﾊﾟｿｺﾝ/ﾈｯﾄ環境のｾｷｭﾘﾃｨ設定、動作環境によっては視聴できないことがあり
ます。お申込の前に企業研究会 WEB ｻｲﾄ内で試聴動画を確認した上でお申込下さい。②お申込み１名様に対して、1 つの ID・
パスワードを発行致します。１つの ID の複数名での利用、ﾌﾟﾛｼﾞｪｸﾀ等での上映はお断りしております。詳しくは企業研究会
WEB ｻｲﾄ内で「利用規約」をご確認ください。③WEB セミナーは協力会社である㈱ファシオのイベント配信プラットフォーム
「Delivaru」を使用致します。お申込者様のメールアドレスを(社)企業研究会、講師、㈱ファシオで共有致します。 
 ■申込・参加要領  ： 当会ホームページからお申込みください。ＦＡＸ、または下記担当者宛 E-mail からもお申込み頂けます。後日（開催日

１週間～１０日前までに）受講票・請求書をお送り致します。WEB セミナーにお申込の方は、後日、ID/パスワードをお送りします。 
※よくあるご質問（ＦＡＱ）は当会 HP にてご確認いただけます。（[TOP]→[公開セミナー]→[よくあるご質問]） 
※お申し込み後のキャンセルはお受け致しかねますので、ご都合が悪くなった場合、代理出席をお願いします。 

■お申込・お問合わせ先： 企業研究会 公開セミナー事業グループ 担当／民秋・川守田 E-mail:tamiaki@bri.or.jp 
 TEL：03-5215-3514 FAX：03-5215-0951  〒102‐0083 東京都千代田区麹町 5-7-2 MFPR 麹町ビル 2Ｆ 

SDGs・ESG をめぐる規制の動向と企業の法務戦略・情報開示のあり方 
～日弁連 ESG 関連リスク対応ガイダンスをふまえた対応も特別解説～ 
 

 

１．SDGs 時代に企業が直面する ESG 関連リスクとオポチュニティ 

 （１）SDGs の概要と企業への実務影響                （２）日本政府の SDGs 実施方針の概要と企業への実務影響 

 （３）ビジネスと人権に関する国連指導原則の実務影響  （４）気候変動に関するパリ協定の実務影響 

２．SDGs・ESG をめぐる法規制・実務の最新動向 

 （１）サプライチェーン・非財務情報開示規制の動向： 

     EU 非財務情報開示指令、英国現代奴隷法、フランス人権 DD 法、紛争鉱物規制など 

 （２）開示フレームワークの動向：TCFD、GRI、IIRC、SASB、CHRB など 

 （３）日本国内における動向： 

      ・東京五輪調達コード              ・金融庁改訂版スチュワードシップコード・ガバナンスコード 

      ・経産省価値協創ガイダンス        ・不祥事対応・予防プリンシプル 

      ・ビジネスと人権国別行動計画 など 

（４）日弁連 ESG 関連リスク対応ガイダンスの意義と活用方法 

３．ESG に関するリスク管理・オポチュニティ実現に向けてとるべきステップ 

     （１）シナリオ分析をふまえた戦略策定の必要性 

（２）インパクトアセスメント・リスクベースアプローチ採用の必要性 

（３）外部専門家・ステークホルダーとの対話の必要性 

（４）サプライチェーンへの働きかけの必要性 

（５）内部統制・ガバナンス体制の整備の必要性 

４．ESG と企業価値を結びつける開示のあり方 

（１）リスク管理のプロセスの開示の必要性       （２）ESG・SDGs と企業価値を結びつける戦略的な開示の有益性  

（３）重要業績評価指標の特定と開示の有益性     （４）日本企業が直面する課題とその克服方法 

（５）多様な開示媒体の利用の可能性 

５．SDGs 時代に広がる新たなビジネス機会と法的論点 

 （１）SDGs 時代の特徴と戦略法務のあり方     （２）BOP・SDGs ビジネスをめぐる法的論点 

 （３）再生可能エネルギービジネスをめぐる法的論点 （４）低炭素技術・排出権取引をめぐる法的論点 

 （５）持続可能性に関する表示・マーケティングをめぐる法的論点 

※講師とご同業の方のお申し込みはお断りする場合がございます。 

２０１８年 １１月 １９日（月）１３：３０～１７：００ 

企業研究会セミナールーム（東京：麹町） 

■開催にあたって■ 
2015 年国連において採択された持続可能な開発目標（SDGs）が掲げる目標は、企業活動と密接に関連する分野を幅広く含

んでいます。企業が SDGs に整合した形で ESG（環境・社会・ガバナンス）課題の解決に資する製品・サービスを提供するこ
とにより、マーケットの拡大やプロジェクト受注などのビジネスチャンスにつながる可能性が拡大しており、企業は積極的
にオポチュニティを実現していくことが期待されています。 
   一方、企業が事業活動やサプライチェーンを通じて気候変動・人権などの ESG 課題を悪化させているとの懸念からパリ協
定やビジネスと人権国連指導原則が採択されています。 
   これらを契機に、各国でサプライチェーン規制や非財務情報開示規制も導入されており、企業は今後、適切な ESG 関連リ
スクの管理も必要です。さらに、昨今機関投資家による ESG 投資が拡大していることをふまえ、企業は上記の取組みを積極
的に開示していくことも期待されています。 
   本セミナーでは、SDGs や ESG をめぐる規制・実務の最新動向をご紹介するとともに、これに対応するための企業の法務
戦略・非財務情報開示のあり方を具体的に議論します。講演者が策定に関わった日弁連 ESG 関連リスク対応ガイダンスの解
説や SDGs 時代に広がる新たなビジネス機会とその法的論点の分析も行います。 

税込・資料代含む 

※WEBセミナーの資料はPDFでの提供となります。 

３４，５６０円（本体価格 ３２，０００円） ３７，８００円（本体価格 ３５，０００円） 

３２，４００円（本体価格 ３０，０００円） ３５，６４０円（本体価格 ３３，０００円） 

【講師】真和総合法律事務所 パートナー弁護士  高橋 大祐 氏 

 
弁護士（日本）／法学修士（米・仏・独・伊）。企業に対し、グローバルコンプライアンス・ESG・ 危機管理に関する案件に対応するほか、社内
規程整備・社内研修などの内部統制システム整備の支援も担当。日弁連の弁護士業務改革委員会 CSR と内部統制プロジェクトチーム副
座長として、日弁連 ESG 関連リスク対応ガイダンス、人権 DD ガイダンス、CSR 条項モデル条項の策定にも関わる。 国際法曹協会 CSR 委
員会オフィサー、早稲田大学日米研究所招聘研究員、ジェトロ SDGs 研究会委員、上智大学法学部非常勤講師なども務める。 


